


2



3



4



5



6



7



8



 

1 

 

うなぎ稚魚漁業に係る制限措置の制定について 

 

１．概要 

これまで、本県における養殖種苗の確保を目的とするしらすうなぎ(以下、うなぎ稚

魚)の採捕は、県下 13 の漁協が特別採捕許可を受けて採捕を行ってきた。 

うなぎ稚魚（全長 13 ㎝以下）は、改正漁業法施行後、３年の猶予期間を経て令和５

年 12 月１日に特定水産動植物に指定される。 

特定水産動植物は、漁業を営む場合や試験研究のためでなければ採捕ができないこと

から、養殖種苗の確保を目的とするうなぎ稚魚の採捕は、知事許可漁業に移行する必要

がある。 

知事が漁業を許可する際には、海区漁業調整委員会・内水面漁場管理委員会の意見を

聴き、漁業者の数や採捕期間等に関する制限措置等を定める必要がある。 

 

２．スケジュール 

 令和５年９月：制限措置等の海区漁業調整委員会と内水面漁場管理委員会への諮問 

制限措置等の公示 

 令和５年 10 月～11 月：申請・許可 

 令和５年 12 月：うなぎ稚魚漁業スタート 

 

３．許可の対象について(参考資料１) 

従来は漁業協同組合(以下、漁協)が特別採捕の許可を受けて、漁協に採捕従事者として登

録した者がうなぎ稚魚の採捕を行っていたが、漁業としてうなぎ稚魚の採捕を行う場合には

許可を受けた者が主体的に漁業を行う必要がある。このことから、操業区域ごとに許可対象

を検討し、下記の方針を定めた。 

（１）漁協に許可 [操業区域９] 

漁協の定款で自営事業として「うなぎ稚魚漁業」を定めるとともに、採捕従事者と雇用

契約等を締結して漁業を行う。 

（２）個人に許可 [操業区域１～８、10、11] 

個人が地元漁協を通して申請を行い、共同漁業権の区域内でうなぎ稚魚漁業を行うこと

について受忍をされた上で漁業を行う。 

 

４．制限措置の内容について(別紙) 

（１）漁業者の数(参考資料２) 

個人に許可する場合：過去の実績の範囲を元に漁協との調整を行い設定した。 

漁協に許可する場合：１とした 

（２）操業区域(参考資料３) 

 過去の実績の範囲を元に漁協との調整を行い設定した。 

資料４-１ 
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（３）許可すべき漁業者の資格 

  漁業調整上の観点から、操業区域内を含む共同漁業権の漁業権者から、うなぎ稚魚漁業

を営むことについて受忍をされている者とした。 

 

（４）許可の条件について 

 漁業調整および漁業取締の観点から、下記の条件を付して許可を行うこととした。 

（ア）養殖用種苗以外の目的での採捕禁止 

   放流用等、その他を目的とした採捕は禁止とした。 

（イ）採捕従事者の数の制限[漁協へ許可する場合] 

   過去の実績の範囲を元に漁協との調整を行い設定した。 

（ウ）採捕従事者の数の制限[個人へ許可する場合] 

漁業取締りの観点から、個人の場合は許可名義人以外の者、法人においてはあらかじ

め定めた１名以外の者が漁業を行うことを禁止とした。 

（エ）出荷先の制限 

   流通の適正化を図るため、事前に申請書へ記載した仲買人以外への出荷を禁止とした。 

（オ）使用漁具の制限 

   漁業調整上の理由から、使用漁具は従来通り火光利用たも網・さで網とした。 

（カ）標識装着の義務 

   漁場監視及び取締りの観点から、許可番号と顔写真付きの標識を装着することを条件

とした。 

（キ）採捕の停止命令について 

 全国の池入れ量が、国際的に合意された 21.7 トンに達する恐れがあり、輸出向けの需

要量満たされたと判断された場合は、国からの通知に基づき発出する採捕停止命令に従

うことを条件とした。 

 

５．取締り等について 

  共同漁業権内では漁業権者による監視を実施するほか、県は必要に応じて取り締まりを

実施する。 
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６．罰則について 

 県内で許可等がなくうなぎ稚魚を採捕した場合の罰則は以下の通り 

法令等 条項 13cm 以下 
13cm 超 

24cm 以下 
24 ㎝～ 

漁業法 

第 189 条第１項 

(特定水産動植物の採捕) 

三年以下の懲役

又は三千万円以

下の罰金 

なし なし 

第 190 条第１項 

(知事許可漁業の違反) 

三年以下の懲役又は 

三百万円以下の罰金 
なし 

第 195 条第１項 

(漁業権の侵害)※１ 
百万円以下の罰金(親告があった場合) 

漁業 

調整規則 

第 59 条第 1 項 

(大きさ制限違反) 

６月以下の懲役若しくは 

 10 万円以下の罰金 
なし 

水産流通 

適正化法 

第 16 条第 1 項 

(届出の義務違反) ※２ 

一年以下の懲役

又は百万円以下

の罰金 

なし なし 

※１ 第５種共同漁業権においてうなぎ漁業が設定されている場合に限り、漁業権行使規則

または遊漁規則に基づき採捕する場合を除く。 

※２ しらすうなぎについては令和７年 12 月から施行される。 

 

参考：漁業調整規則と漁業法におけるうなぎ稚魚の考え方の違いについて 

（１）漁業調整規則でのうなぎ稚魚（全長二十四センチメートル以下） 

資源保護を目的として県が設定しているサイズ制限であり、ほとんどの都府県で漁業

法よりも大きい(厳しい)制限が設定されている。 

（２）漁業法でのうなぎの稚魚（全長十三センチメートル以下） 

違法に採捕された水産物の流通を防ぐため、全国で統一して定められたサイズ制限で

あり、全国の漁業調整規則の中で最も小さい(緩い)制限を基準に定められている。 

 

  



 

4 

 

○漁業法（抜粋） 

（都道府県知事による漁業の許可） 

第五十七条 大臣許可漁業以外の漁業であつて農林水産省令又は規則で定めるものを営もう

とする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

 

（特定水産動植物の採捕の禁止） 

第百三十二条 何人も、特定水産動植物（財産上の不正な利益を得る目的で採捕されるおそ

れが大きい水産動植物であつて当該目的による採捕が当該水産動植物の生育又は漁業の生産

活動に深刻な影響をもたらすおそれが大きいものとして農林水産省令で定めるものをいう。

次項第四号及び第百八十九条において同じ。）を採捕してはならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。 

一 漁獲割当管理区分において年次漁獲割当量設定者がその設定を受けた年次漁獲割当量の

範囲内において採捕する場合 

二 第三十六条第一項、第五十七条第一項、第八十八条第一項（同条第五項において準用する

場合を含む。）又は第百十九条第一項の規定による許可を受けた者が当該許可に基づいて漁業

を営む場合 

三 漁業権又は組合員行使権を有する者がこれらの権利に基づいて漁業を営む場合 

四 前三号に掲げる場合のほか、当該特定水産動植物の生育及び漁業の生産活動への影響が

軽微な場合として農林水産省令で定める場合 

 

○漁業法施行規則（抜粋） 

（特定水産動植物） 

第四十一条 法第百三十二条第一項の農林水産省令で定める水産動植物は、次に掲げるもの

とする。 

一 うなぎの稚魚（全長十三センチメートル以下のうなぎをいう。） 

二 あわび 

三 なまこ 

 

（特定水産動植物の採捕の禁止に関する適用除外） 

第四十二条 法第百三十二条第二項第四号の農林水産省令で定める場合は、試験研究又は教

育実習のため特定水産動植物を採捕することについて農林水産大臣又は都道府県知事の許可

を受けた者が、当該特定水産動植物を採捕する場合とする。 

 

○神奈川県漁業調整規則（抜粋） 

（知事による漁業の許可） 

第５条 法第 57 条第１項の農林水産省令で定める漁業のほか、次に掲げる漁業（第４号、第
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５号及び第８号に掲げる漁業にあっては、組合員行使権を有する者が営む当該組合員行使権

の内容たる当該漁業を除く。）を営もうとする者は、同項の規定により、知事の許可を受けな

ければならない。 

 (9) うなぎ稚魚漁業 うなぎの稚魚（全長 24 センチメートル以下のうなぎをいう。）をとる

ことを目的とする漁業 

２ 前項の許可（以下この章（第 17 条を除く。）において「許可」という。）は、法第 57 条

第１項の農林水産省令で定める漁業又は前項第１号若しくは第２号に掲げる漁業にあっては

当該漁業ごと及び船舶等ごとに、その他の漁業にあっては当該漁業ごとに受けなければなら

ない。 

 

（新規の許可又は起業の認可） 

第 12 条 知事は、許可（第８条第１項及び第 15 条第１項の規定によるものを除く。以下こ

の条において同じ。）又は起業の認可（第 15 条第１項の規定によるものを除く。以下この条

において同じ。）をしようとするときは、当該知事許可漁業を営む者の数、当該知事許可漁業

に係る船舶等の数及びその操業の実態その他の事情を勘案して、次に掲げる事項に関する制

限措置を定め、当該制限措置の内容及び許可又は起業の認可を申請すべき期間を公示しなけ

ればならない。 

(1) 漁業種類（知事許可漁業を水産動植物の種類、漁具の種類その他の漁業の方法により区分

したものをいう。以下同じ。） 

(2) 許可又は起業の認可をすべき船舶等の数及び船舶の総トン数又は漁業者の数 

(3) 推進機関の馬力数 

(4) 操業区域 

(5) 漁業時期 

(6) 許可又は起業の認可をすべき漁業者の資格 

２ 前項の申請すべき期間は、１月を下らない範囲内において漁業の種類ごとに知事が定める

期間とする。ただし、１月以上の申請期間を定めて同項の規定による公示をするとすれば当

該漁業の操業の時機を失し、当該漁業を営む者の経営に著しい支障を及ぼすと認められる事

情があるときは、この限りでない。 

３ 知事は、第１項の規定により公示する制限措置の内容及び申請すべき期間を定めようとす

るときは、海区漁業調整委員会の意見を聴かなければならない。 

 

（内水面漁場管理委員会） 

第 57 条 内水面漁場管理委員会は、内水面における水産動植物の採捕、養殖及び増殖に関す

る事項を処理する。 

２ この規則の規定による海区漁業調整委員会の権限は、内水面における漁業に関しては、内

水面漁場管理委員会が行う。 


